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1 提案型協働事業の目的 

 

この「提案型協働事業」は、福祉・教育・環境など複雑化・多様化する地域の課題や

地域住民のニーズに応えるため、新しい公共の担い手である区、ＮＰＯ法人、ボラン

ティア団体などの活動団体（以下「活動団体」という）が町民等の視点から事業提案

をしていただき、活動団体と町が協働で行うことで、地域の課題解決、町民サービス

の向上を図るものです。  

また、新たな活動団体の立ち上げ、又は既存の活動をさらに発展させるための新

たな事業に対し助成することで、町民活動の活性化を図り、豊かで活力ある地域活

動の実現に貢献することを目的とします。 

 

2 応募資格（応募できる団体） 

 

町内で公益性のある活動をする活動団体とします。ただし、次の要件を満たす必

要があります。  

（1） 活動を行う区域が本町内にあること 

（2） 組織の運営に関する定款・規約等があり、適正な会計処理が行われていること  

（3） 本町内で活動団体として継続的な活動を行っている、又は行う予定があること 

 

3 対象となる事業 

 

対象となる事業は、以下の要件をすべて満たしていること。  

（1） 第6次武豊町総合計画で掲げる、「9つのまちづくりの目標」に合致する事業  

（2） 活動団体が町内において主体的に実施する事業  

（3） 令和７年4月1日から令和８年3月31日までに着手・完了する事業  

 

※ ただし、次のいずれかに該当する事業は対象外です。 

①営利活動を目的としているもの 

②政治活動及び宗教活動を目的としているもの 

③同一事業について武豊町から交付金等を受ける事業  

  

第6次武豊町総合計画はこちら⇒  
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■ 令和６年度に採択された提案型協働事業  

 

小学生に分かりやすい旧長尾村庄屋三井家住宅紹介パネル等の作成  

 【提案事業（概要）】 

小学生に分りやすい説明パネルや模型等を作成し、三井家住宅（旧庄屋）をより理解されやす

いものにします。 

 【審査員講評】 

三井家住宅は町の重要な文化財であり、若い世代が文化を学び続けられるよう働きかけをす

ることは素晴らしく思います。子どもの発達段階に応じた伝え方ができるよう、担当課を通じ

て密に学校との調整を図ってほしいと思います。本事業、また団体としての今後の在り方と将

来を見据えた活動について期待をします。  

 

地域をつなぐ「こどもまんなか」の居場所づくり 

【提案事業（概要）】 

子どもの居場所紹介の場としてのブースをオレンジファミリーフェス内で展開するとともに、子

育て支援サイトを拡充することで情報の周知を図ります。  

【審査員講評】 

不登校の子どもが増加し、子どもが社会とつながりを持つ取組が必要である中、子どもの居

場所づくりの事業として、今後の展望を期待しています。協働することによる相乗効果を意識

しながら、団体、行政それぞれの関わり方を明確にしつつ対話を深め、協働事業の形を模索し

てほしいと思います。 

 

武豊中央公園で地域のつながりを生み出し、町の魅力を高める基地に！ 

 【提案事業（概要）】 

様々なイベントから地域住民のつながり増加とコミュニティ活動を促進し、またそこから町の提

案型協働事業申請や協働連続講座申込につなぎます。  

 【審査員講評】 

令和 5 年度の初動型交付金を活用した事業に引き続き、令和 6 年度はより事業内容を拡大

して、行政の課題解決を目指す展望に、大いに期待しています。緩いつながりからネットワーク

を拡充し、コミュニティと行政をつなぎ、まちづくりをする上でのハブになってほしいと思いま

す。事業内容の拡充に伴い、人的資本や資金調達についても今後模索していく必要があるか

と思います。 
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■ こんなことで悩んだら・・・ 

・ 武豊町に企画提案したい！ 

・ 提案型協働事業ってなんだろう・・・？ 

・ 私たちの団体でも、申請できるだろうか・・・。 

・ 地域課題の解決ってなんだろう・・・？ 

・ 考えている事業はあるけど、交付金の対象になるのかな・・・？ 

・ 申請の手順や、申請書の記入の仕方がわからない・・・。 

・ 公開プレゼンテーションってどうやるの・・・？      など 

 

 

まずは企画政策課へご相談ください。  

※来庁前にご連絡ください。 

 

4 交付金  

 
（1） 同一団体が受給できる交付金は、同一年度につきいずれかの交付金に対し１回

です。 
  
（2） 事業の円滑な遂行のため必要があると認められた場合は、交付決定後に交付

額の10分の7以内の金額を前金払いとして受け取ることができます。 
 

交付金の種類  交付率  交付限度額  交付回数  

初動支援交付金  交付対象経費の 

10分の10以内  

5万円以内  1団体につき1回  

活動支援交付金  交付対象経費の 

10分の10以内  

20万円以内  同一事業を継続する

場合は原則3回以内

（注） 

 
 
（注）活動支援交付金について、同一事業の継続は最大でも3回を限度とし、毎年採

択申請書の提出が必要です。 
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5 対象経費 【両交付金共通】 

 

対象となる経費は、事業を実施するために必要な次の経費とします。 

費  目  説      明  

人 件 費  事務局スタッフなどの賃金  

報 償 費  

講師、出演者等への報酬・謝礼など 

※ 町の基準に準じ、大学教授35,700円以内、大学准教授・

講師15,300円以内、その他7,200円以内  

旅  費  
電車、バス代等の交通費、高速料金等の通行料、駐車場料金な

ど 

需 用 費  チラシやポスター等の印刷製本費、消耗品の購入費など 

役 務 費  郵送料、通信料、保険料など 

委 託 費  専門的な技術等を要する業務を外部に委託する経費など 

使 用 料  会場使用料など 

備 品 費  対象事業に限り必要不可欠なもの（注） 

賃 借 料  
物品・車両・機械などの賃借料  

※ 対象事業に限り必要不可欠なもの 

そ の 他  上記以外の経費で町長が適当と認めるもの 

 

（注） 備品費は、交付額（初動支援交付金にあっては上限5万円、活動支援交付金

上限20万円）の2分の1を限度とします。ただし、活動支援交付金にあっては、

パソコン、カメラ等、他の事業においても使用可能な汎用性の高い物品の購入

費は対象外とします。 

 

（注） いずれも（人件費・報償費含む）実績報告の際に領収書等の証拠となる書類が

必要となります 

  

≪対象とならない経費≫  

○ 飲食及び親睦に要する経費（当該経費が対象事業の実施に不可欠である場合

を除く。） 
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６ 応募に必要な書類    ※2７ページにチェックシート有 

 

（1） 武豊町提案型協働事業採択申請書（様式第1号） 

（2） 提案型協働事業計画書  

（初動支援交付金に申請の場合  別紙1－1） 

（活動支援交付金に申請の場合  別紙1－2） 

（3） 提案型協働事業収支予算書（別紙2）  

（4） 団体の規約その他これに類するもの 

（5） 団体の直近の収支予算書及び決算書  

（令和６年度以降に活動している団体、これから活動しようとしている団体は、

決算書の代わりに、団体としての活動計画がわかる資料） 

（6） 団体の会員名簿   

（7） 団体の活動内容等がわかるパンフレットまたはチラシ等  

（8） 他の団体等へ交付金等を申請する、または採択を受けた場合は、予算書およ

びその交付決定通知書等の写し 

※事業を計画する上で、団体内での意識統一を図っておいてください 

 

７ 応募方法 

 

事業を提案する団体は、応募書類提出の前に、提案内容の概要がまとまり次

第、必ず下記窓口までご相談ください。  

 

【武豊町役場 企画部  企画政策課】 

ＴＥＬ：0569－72－1111 

ＦＡＸ：0569－72－1115 

メール：kikaku@town.taketoyo.lg.jp 

 

※来庁される際は事前ご連絡ください（担当不在の場合がございます） 

※TEL、直接のご相談は午前８時半から午後5時１５分まで（土日・祝日除く） 

   

mailto:kikaku@town.taketoyo.lg.jp


  

手順 提案団体  武豊町  

事業募集 

 

 

 

 

 

 

 

審査 
 

 
 

交付申請 
 

 
 

事業の実施   

 

 

事業報告 

事業評価 

交付金支払 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案型協働事業の流れ 

事業募集  

事前相談  

（企画政策課へご相談いただい

た後、担当課との事前打合せと

情報交換をし、ご提案内容を確

認していただきます。これが十

分にされないと交付金対象とな

らない場合があります。） 

・制度の理解  

・事業の考案  

・団体内での統一見解  

公開プレゼンテーション 

（令和７年2月１７日（月）） 

結果通知・公表  

（令和７年3月中旬） 

 

 
交付申請書の提出  

交付決定の通知  
（令和７年4月1日付） 

 

協働事業の実施（令和７年4月～令和８年3月まで） 

報告書とふりかえりシー

トの提出  

（事業の完了から起算し

て30日以内又は、当該

年度の3月31日のいず

れか早い日まで。 

交付金請求  

交付金  

確定通知  

交付金  

の支払  

交付金受領  

事業報告会及び事業評価（令和８年5月頃） 

ふりかえりシート

の作成  

（事業の完了から

起算して30日以

内） 

ふりかえりの共有と協議（課題や今後の展開など） 

応募書類の提出  

（12月2日（月） 

～１２月2７日（金）） 

プレゼン資料の提出  

（令和７年1月３１日（金）まで） 

７ 
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８ 応募にあたっての留意事項 

 

応募する際は、次の事項に注意してください。  

（1） 1団体につき1事業の提案とします。  

（2） 応募書類は、不備や記入漏れ等がないよう作成してください。  

    ※2７ページのチェックシートをご活用ください 

    ※書類の作成方法がわからない場合は企画政策課へご相談ください 

（3） 提出いただいた書類や資料は基本的にはお返しいたしません。  

（4） 経費の見積額はその内訳を明確に示してください。  

（5） 応募書類の提出時は、事業企画の提案者または事業内容を説明できる方がお

越しください。  

（6） 応募書類の様式は、武豊町役場企画政策課のほか、町のホームページからもダ

ウンロードできます。ご活用ください。  

        

🔍 武豊町提案協働事業交付金  検索  

 

（7） 応募及び契約に係る費用は、すべて応募者の負担となりますので、ご了承くだ

さい。 

 

９ 事前相談・打合せと公開プレゼンテーション、審査基準 

 

（1）審査方法  

学識経験者、町内で活動を行う団体等に所属する者、行政関係者などにより構成

する「武豊町提案型協働事業交付金審査会」が、審査基準に基づき審査し、実施する

協働事業の候補を選考します。  

 

■提案内容の事前相談（企画政策課） 

■担当課との事前打合せ（情報交換） 

提案しようとする事業の内容について、応募前に企画政策課までご相談くださ 

い。事前相談を通じて、提案事業の協働先となる担当部署とも情報を共有していき

ます。 

事前打合せにより、町と団体間で事業内容の共有ができた事業が、次の公開審査

へ進むことができます。 
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■公開審査（公開プレゼンテーション）  

公開審査（公開プレゼンテーション）を行い、協働事業の 

候補を選考します。 なお、初動支援交付金については、 

事業説明のみとし審査委員からの質問は行いません。 

 

 

 

   

                 

 

 

 

 

   ▲公開プレゼンテーションの様子  

 

【日程】令和７年2月１７日（月） 

 

【留意事項及びお知らせ】 

・ プレゼン時間は、10分以内（厳守） 

・ 原則、採択申請書に沿って、事業の目的・内容・役割・特徴・効果・今後のビジョ

ンについてプレゼンテーションを行ってください。 

※パワーポイントによるプレゼンテーションは可能としますが、パワーポイント

資料は1月 ３１日（金）までにデータで提出してください。 

・ 発表者は、提案内容に最も精通した方としてください。 

・ プレゼンテーション後、審査員から質疑・講評があります。（20分以内） 

・ 傍聴席を含め関係者であっても、ご意見・ご質問は受け付けません。 

・ 審査結果については、後日各団体へ通知するほか、広報たけとよ・ホームペー

ジに公表いたします。 

・ プレゼンテーション後に、審査委員による審査会が開かれます（非公開）。 
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（2）審査基準  

次の項目に重点を置き、審査員が審査します。 

【初動支援交付金】 

審査基準  主なポイント 

公益性 ・地域課題の解決につながるか 

地域性、ニーズ性  ・地域課題や社会のニーズを捉えているか 

実現性 
・事業内容、予算規模、実施体制などが適正と判断され、

計画通りに実施可能であるか 

効果性 
・地域社会への効果の広がりが期待できるか 

・団体の活動の発展が図られるか 

活動の将来性 ・来年度以降の町民活動の展望があるか 

 

【活動支援交付金】 

審査基準  主なポイント 

公益性、相乗効果  
・地域課題の解決につながるか 

・協働による相乗効果が期待できるか 

地域性、ニーズ性  ・地域課題や社会のニーズを捉えているか 

継続性、自立性  
・今後成長・自立していくことを考えた、継続性のあるビジョ

ンを持っているか 

課題解決の手法、 

実現性 

・地域課題を効果的・効率的に解決できるか 

・独自のアイデアや工夫が見られるか 

・計画通りに実施可能であるか 

事業成果の 

具体性 
・期待できる効果について具体的に示されているか 

※各評価項目は 10 点満点です。（計 50 点満点） 

※審査評価項目全体として、平均 25 点以上を最低基準としています。ただし、初動

支援交付金については、【公益性】、【活動の将来性】、活動支援交付金については、

【公益性・相乗効果】、【事業成果の具体性】の項目については、各審査委員評点の

平均点が 5 点以上とします。 
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1０ 事業実施にあたっての留意事項  

 

（1） 事業の実施にあたっては、原則として団体の責任において事業を遂行していた

だきます。そのため、事業実施の際に生じた事故等によるトラブルを未然に防ぐ

ため、傷害保険等に加入してください。 

（2） 協働事業を実施する団体と町は、事業を円滑に遂行するため、事業実施中は

積極的にコミュニケーションを図ることが求められます。また、町は団体に対し、

トラブルなどを未然に防ぐため、事業の実施状況について報告を求めることが

あります。 

（3） 事業の内容又は経費の配分を変更するとき（軽易なものを除く）、及び事業を

中止又は変更するときは、あらかじめ町の承認が必要となります。 

（4） 次の各項に該当するときは、交付金の交付決定の全部又は一部を返還してい

ただきます。 

① 虚偽の申請、その他不正な手段等が判明したとき。 

② 交付金を対象事業以外、対象経費以外に使用したとき。 

③ 事業を期限内に完了できないとき。 

 

１１ 事業の報告、事業の評価及び交付金の支払い 

 

（1）事業報告、事業評価  

事業完了後、速やかに関係書類を添えて実績を報告してください。事業の変更

承認を受けた場合も同様です。 

◆提出種類 ※27ページにチェックシート有  

① 武豊町提案型協働事業実績報告書（様式第8号） 

※事業効果を検証するため、必ず事業終了後に参加者へのアンケートを実施

し、その結果を実績報告書に添付してください。アンケートの様式は問いま

せん。 

② 提案型協働事業報告書（別紙3－1又は別紙3－2） 

③ 提案型協働事業収支決算書（別紙4） 

④ 領収書の写し 

⑤ その他、事業実施の際に使用した各種資料  

⑥ 他の団体等から交付金等を受けた場合は、その交付決定通知書等の写し

および予算書または収支決算書  

⑦ ふりかえりシート  
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（2）交付金の交付  

町が交付する交付金は、事業完了後に交付することを原則としています。ただ

し、提案事業の円滑な遂行のため必要があると認められた場合は、交付決定後に

交付決定額の10分の7以内の金額を前金払いすることもできます。 

◆ 提出種類  

・武豊町提案型協働事業交付金請求書（様式第10号） 

   ・武豊町提案型協働事業交付金前金払請求書（様式第11号） 

（前金を必要とする事業） 

 

1２ 情報公開 

 

（1） 事業の「公平性」「透明性」を高めるため、応募状況（団体名、提案事業名、事業

概要）と審査結果などは、町ホームページなどで公開します。 

（2） 提出いただいた書類は、個人情報を除いて、情報公開の対象となります。 

（3） 事業終了後は、事業報告書や事業評価を含む報告会資料を、町ホームページ

で公開します。 

 

13 「たけとよ協働パートナーシップ事業」ロゴの使用   

 

交付決定を受けた団体は、対象事業の普及・啓発のためにチラシやポスター、会報

誌などを作成した場合には、以下に示す「たけとよ協働パートナーシップ事業」のロゴ

を必ず使用してください。 

 

■「たけとよ協働パートナーシップ事業」のロゴ 

 ※使用サイズは自由。データ送信可。 

 

 

 

 

 

 

 

  

‐CONCEPT‐ 

つながり合うことで広がっていく、パズルのピースをイメー

ジしています。左右どちらからみても人の顔になっており、

「お互いの対話と調和によって、協働のまちをつくっていこ

う」という思いを込めています。 
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様式第1号（第7条関係） 

令和  ６ 年 12 月 7 日  

武  豊 町  長          

 

<申請者> 

所在地    武豊町字長尾山 2          

団体名    ●●会              

代表者氏名  武豊  太郎                                       

電話番号   武豊  乙姫  0569-72-1111    

 

武豊町提案型協働事業採択申請書  

 

令和６年度    武豊町提案型協働事業交付金の交付を受けるための提案事業としての

採択を受けたいので、下記のとおり申請します。 

 

記  

 

1 交付金の種類（いずれかを選択し、□内にレ点をご記入ください。） 

 
☑初動支援交付金  ☐活動支援交付金 

 

1 提案事業の名称     まちづくりウォーキング        

 

2 提案事業の額     金   69，000    円  

 

3 添付書類  

（1）提案型協働事業計画書（初動支援交付金にあっては別紙 1－1、活動支援交付金にあっ
ては別紙 1－2） 

（2）提案型協働事業収支予算書（別紙 2） 
（3）団体の規約その他これに類するもの 
（4）団体の当該年度の収支予算書及び直近の決算書  
（5）団体の会員名簿  
（6）前各号に掲げるもののほか、団体の活動内容等がわかるパンフレットまたはチラシ等  
（7）他の団体等へ交付金等を申請する、または採択を受けた場合は、予算書およびその交付

決定通知書等の写し 
（8）その他町長が指定するもの  

上記事業を実施するのに必要な

金額（総事業費）を記入してくだ

さい。 

事業に関する問合せに対応でき

る人の氏名・電話番号を記入し

てください。 

初動支援交付金の場合  
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別紙 1－1（様式第 1 号・様式第 5 号添付用） 

 

提案型協働事業計画書（初動支援交付金） 

申請団体の概要  

団体名  ●●会  

設立年月日  平成 28 年 10 月 1 日  団体の構成人数  8 人  

活動目的  

子どもからお年寄りまで誰でも気軽に楽しめるウォ
ーキングをテーマとし、互いに行きかう人々とあいさ
つを交わし、「明るいまちづくり」と「健康づくり」を目
指す。 

活動概要  
週 1 回の全体ウォーキングと月 1 回のミーティング
を行うとともに、自主ウォーキングを実施。 

1 事業の名称及び 

  実施期間  

名称：まちづくりウォーキング 

期間：令和７年 4 月 9 日から令和８年 2 月 15 日  

2 該当する第 6 次総
合計画の 9 つのま
ちづくりの目標  

人と人がつながり、互いに支えあい、健康で安心して暮らせるまち 

3 事業の目的  「明るいまちづくり」と「健康づくり」を目指す。 

4 地域課題との関連 
子どもからお年寄りまで生涯を通じた健康づくりは、地域のみなら

ず、町民全ての課題であり、ウォーキングは全身を動かす有酸素運動
で、気軽に取り組め、健康意識の向上が期待できる。 

5 事業の内容等  

（1） 事業内容と方法
（2） 実施場所  
（3） 対象者  
  （人数等具体的に） 
（4） 事業ＰＲの方法  
（5） その他  

（1）これまでのウォーキングの経験から、会員おすすめの「ウォーキン
グマップ」を作成し、町民の健康づくりに役だてる。また、初心者の
ための「ウォーキング講座」を開催し、歩き方の基本や運動効果の
高まる歩き方などを学び、健康意識の高揚を図る。 

（2）町内全域  
（3）小中学生：●●人/回  町民：●●人/回  
（4）行政：広報紙・ＨＰ   

●●会：学校や地域へのチラシ配布  

6 事業実施により期
待される効果  

(1)地域社会への効果 
(2)貴団体の発展を促
す効果  

子どもからお年寄りまで、また、家族や友人と気軽に健康づくりを
行える機会を創出できる。 
また、健康意識の向上を期待できる。 

7 事業の特徴  
「健康づくり」と「あいさつ」により、明るく暮らせる「まちづくり」につな
がる。 

8 次年度以降の活動

計画  
 武豊町内の危険個所の発見、登下校時の防犯活動、清掃活動など
ウォーキングを兼ねた地域活動の発展を目指す。 

9 その他  「ウォーキング講座」は 3 回の連続講座を予定。 

※ 記入欄が不足するときは、別紙を添付してください。  

枠内におさまらない場合は、サイズを広げて使

用してください。その結果、2枚目や 3枚目と増

えても大丈夫です。 

他の項目で記入できなかっ

たことがあれば記入してく

ださい。 

3～8 は、内容をできる限り

詳しく記入してください。 
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別紙 2（様式第 1 号・様式第 5 号添付用） 

 

提案型協働事業収支予算書  

 

団体名     ●●会          

収  入  

                                 （単位 :円） 

科   目 金   額 内   訳 

 

 

（例） 
1．町交付金  
2．団体負担金  
3．参加者負担金  
など 

 

 

 

 
50，000  

4，000  
    15，000  

 

 

 

 
  
 団体からの持出し分  
 参加者保険代（500 円×30 人） 

 

計  69，000   

 

支  出  

                                 （単位 :円） 

科   目 金   額 内   訳 

 

 

 
 
 
（例） 
 
1．報償費  
2．需要費  
 
 
3．役務費  
4．使用料  
 

 

 

 
 
 
 

   
   15，000  

      35，000  
 
 

15，000  
4，000  

    

     

 

 

 
 
 
 

 
講師謝礼     5，000 円×3 回  
チラシ印刷          ●●●枚  
資料代        ●●部×●●回  
事務用品等  
保険料        ●●円×●●人  
公民館使用料  ●●●円×●●回  

     

計 69，000   

※ 交付金を申請する事業に係る収支予算だけ記載してください。 

※ 他の団体等へ交付金等を申請する、または採択を受けた場合は、その予算書も  

添付してください。 

収入の種類を記
入してください 

左の収入科目に合わせ
て記入してください 

各収入項目の内訳を記
入してください 

支出の種類を記
入してください 

左の支出科目に合わせ
て記入してください 

各支出項目の内訳を記
入してください 



様式第 8号（第 12条関係） 

 

武豊町提案型協働事業実績報告書 
 

令和８年 3月 10日 

 
武 豊 町 長  

 
<申請者> 

所在地   武豊町字長尾山 2        

 
団体名   ●●会             

 
代表者氏名 武豊 太郎           

 
    年    月    日付け     第     号で交付決定のあった武豊町提案型協働事業

について、下記のとおり実施しましたので、その実績を報告します。 
 

記 
 
 
1．変更交付決定の有無     有 ・ 無 

  （どちらかにマル）         

 

             変更交付決定番号：   武企発第      号 

   

 

2．添付書類 

（1）提案型協働事業報告書（初動支援交付金にあっては別紙 3－1、活動支援交付金に

あっては別紙 3－2） 

（2）提案型協働事業収支決算書（別紙 4） 

（3）領収書の写し 

（4）事業実施の際に使用した各種資料 

（5）他の団体等から交付金等を受けた場合は、その交付決定通知書等の写しおよび予

算書または収支決算書 

 

（参考） 

 

事業の名称・期間 
名称：まちづくりウォーキング 

期間：令和７年 4月 9日から令和８年 2月 15日 

交付決定額 金  50，000 円 

様式第 4号 

武豊町提案型協働事業交付金交付

（不交付）決定通知書の日付、番号を

記載してください。 

事業完了から起算して 30 日以内又は 3

月 31日までに提出してください。 

事業計画の変更を行った場合

は、「有」にマルをし、様式第 6 号 

武豊町提案型協働事業交付金変

更交付決定通知書の日付、番号

を記載してください。 

領収書 
        令和７年 10月○日 

●●会 様    

   ￥15，000 － 
                               

       但 まちづくりウォーキング事業 講師料として 

         上記正に領収しました 

                   〒○○ 

                     愛知県名古屋市○○○ 

                     武豊 花子  ○印  

網掛け部分の領収書

の宛先、日付但し書

き、受取人の住所、名

前、印鑑等確認して

ください。 

17 
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別紙 3－1（様式第 8号添付用）  

 

提案型協働事業報告書（初動支援交付金） 

 

団 体 名 ●●会 

1 該当する第 6次総合計
画の 9 つのまちづくり
の目標 

人と人がつながり、互いに支えあい、健康で安心して暮らせるまち 

2 事業の目的 「明るいまちづくり」と「健康づくり」を目指す。 

 

3 事業の内容等 

 

（1） 事業内容と方法 

（2） 実施場所 

（3） 対象者 

  （人数等具体的に）  

（4） 事業ＰＲの方法 

（5） その他 

（1）・会員おすすめの「ウォーキングマップ」を作成  
    内容 別紙 
   ・初心者のための「ウォーキング講座」を開催 
    一般参加者 35人  
    講座内容 別紙 
（2）町内全域 
（3）小中学生：10人/回 町民：25人/回 
（4）行政：広報紙・ＨＰ   

●●会：学校や地域へのチラシ配布 

 

4 事業実施により得られ

た効果と感想 

 

・講演会の開催により、ウォーキングと健康との関連性を認識すること

ができ、更なる健康意識の向上へつながった。また、参加者同士のコミ

ュニケーションづくりに役立った。 

・健康への関心の高さを再認識することができ、次年度事業への展開を

確認できた。 

5 今後の方針及び 

連携を考えられる部署 

 ウォーキングは、日常生活の延長線上で習慣化させることで、生活習

慣病の予防につながるものであり、更に啓発に努めたい。 

 また将来的には、武豊町内の危険個所の発見など、ウォーキングを兼

ねた地域活動の発展を目指す。 

生涯学習課、健康課、学校教育課、防災交通課 

6 その他 
 

 

※ 記入欄が不足するときは、別紙を添付してください。 

  



 19 

別紙 4（様式第 8号添付用） 

 

提案型協働事業収支決算書 

 
団体名    ●●会         

収 入  

                                       （単位:円） 

科  目 金  額 内  訳 

 

 
（例） 
1．町交付金 
2．団体負担金 
3．参加者負担金 
など 
 

 

 
 

50，000  
1，330  

17，500  
 

 

 
 
  
 団体からの持出し分 
 参加者保険代（500円×35人） 
 

計  68，830   

 

支 出  

                                       （単位:円） 

科  目 金  額 内  訳 

 

 
 
（例） 
 
1．報償費 
2．需要費 
 
 
 
 
3．役務費 
4．使用料 
 

 

 
 
 

   
  15，000  

     33，000  
 
 
 
 

17，500  
3，330  

   

     

 

 
 
 

 
講師謝礼           5,000円×3回 
チラシ印刷   Ａ4   300部 5,000円 
ｳｫｰｷﾝｸﾞﾏｯﾌﾟ印刷 Ａ4 300部 3000円 
資料代（教材）      50部 20.000円 
事務用品 ｺﾋﾟｰ用紙、ｲﾝｸｶｰﾄﾘｯｼﾞ、名札等       

5,000円 
保険料             500円×35人 
公民館使用料        1,110円×3回 

計 68，830   

※ 交付金を申請した事業に係る収支決算額を記載してください。 

※ 他の団体等から交付金等を受けた場合は、その交付決定通知書等の写しおよび予算書 

または収支決算書を添付してください。

収入の種類を記入
してください 

左の収入科目に合わせて
記入してください 

各収入項目の内訳を記入
してください 

支出の種類を記入
してください 

左の支出科目に合わせて
記入してください 

各支出項目の内訳を記入
してください 



様式第1号（第7条関係） 

令和６年 12 月 7 日  

武  豊 町  長          

 

<申請者> 

所在地    武豊町字長尾山 2            

団体名    ●●会              

代表者氏名  武豊  太郎            

電話番号   武豊  乙姫  0569-72-1111    

 

武豊町提案型協働事業採択申請書  

 

令和６年度    武豊町提案型協働事業交付金の交付を受けるための提案事業としての

採択を受けたいので、下記のとおり申請します。 

 

記  

1 交付金の種類（いずれかを選択し、□内にレ点をご記入ください。） 

 

□初動支援交付金  ☑活動支援交付金 

 

1 提案事業の名称    小中学生への防災・減災教育支援事業         

 

2 提案事業の額     金   224，800    円  

 

3 添付書類  

（1）提案型協働事業計画書（初動支援交付金にあっては別紙 1－1、活動支援交付金にあっ
ては別紙 1－2） 

（2）提案型協働事業収支予算書（別紙 2） 
（3）団体の規約その他これに類するもの 
（4）団体の当該年度の収支予算書及び直近の決算書  
（5）団体の会員名簿  
（6）前各号に掲げるもののほか、団体の活動内容等がわかるパンフレットまたはチラシ等  
（7）他の団体等へ交付金等を申請する、または採択を受けた場合は、予算書およびその交付

決定通知書等の写し 
（8）その他町長が指定するもの 

上記事業を実施するのに必要な

金額（総事業費）を記入してくだ

さい。 

事業に関する問合せに対応でき

る人の氏名・電話番号を記入し

てください。 

20 

活動支援交付金の場合  
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別紙1－2（様式第1号・様式第5号添付用） 

 

提案型協働事業計画書（活動支援交付金） 

団体名  
設立年月日  令和●年●月●日  団体の構成人数  ●人  

●●会  

1 事業の名称及び 

  実施期間  

名称：小中学生及び地域への防災・減災教育支援事業  

期間：令和７年 4 月 3 日から令和８年 3 月 1 日  

2 該当する第 6 次総
合計画の 9 つのまち
づくりの目標  

災害に強く、安全・安心に暮らせるまち 

3 解決へ向けて取組

む地域課題  

災害発生時に必要不可欠な自助・共助の意識はなかなか浸透  
していない。地域はもちろん、これからの担い手となる子ども達に
も、防災・減災につながる自助・共助の精神を養っていく必要があ
る。 

4 協働対象部署及び 
  役割  

 ●●課、●●課  

5 事業の内容等  

 

（1）  事業内容と方法

（2） 実施場所  

（3） 対象者  

 （人数等具体的に） 

（4） 事業ＰＲの方法  

（5） その他  

（1）災害時に行政が対応できることには限界がある。今後は地域の
ことは地域で、自分のことは自分でといった、自助・共助への意識
改革が必要である為、●●会主催のもと、地域や学校へ出向き、
「防災・減災に関する勉強会」を開催する。また勉強会の中で、防
災・減災意識の改革に実績のある●●防災協会の●●さんをお招
きし、他地域での取組事例紹介や、実地訓練等を行いながら、武
豊町の地域性にあった自主防災意識の醸成を図る。 
訓練に必要な資材は行政から借用したい。 

（2）町内の小中学校及び地区公民館  
（3）小中学生：●●人/回  町民：●●人/回  
（4）行政：広報紙・ＨＰ   

●●会：学校や地域へのチラシ配布  

 

6 事業実施により期

待される効果  

幅広い層の人たちに、「自分たちのことは自分たちで守る」といっ
た、自助・共助の意識が備わり、災害時における地域力の向上が図
られる。また、●●会が直接地域や学校へＰＲに出向くことで、●●
会の活動を幅広く知ってもらえ、活動への理解も得られやすくなる。 

7 事業の特徴  
「知識として頭で理解すること」と「訓練を通じて体で理解すること」
を両立させる。 

8 今後の事業ビジョン 

 意識の醸成を図ることは容易でない為、最低でも交付限度期間で
ある 3 年は継続していく。毎年同じことをやるのではなく、その都
度、地域性や地域課題に合わせたより良いものを取り入れて改善し
ていきたい。最終的には、この事業で育った地域の担い手が、地域で
伝え、行動していけるような形を目指します。 

9 他の交付金等への 

申請状況  

 （交付金名・予算額） 

※なければ「なし」と記 載 

○○交付金・50,000 円  

10 その他 
地区公民館では毎月 1 回、年 8 回。 4 小 2 中学校は、毎月ロー

テーションで各学校 2 回/年。参加費は講師料+資料代で●●円（小
中学生は無料）。1 回 2 時間程度。 

※ 記入欄が不足するときは、別紙を添付してください。 

  

3～8 は、内容をできる限り
詳しく記入してください。 

他の項目で記入できなか

ったことがあれば記入して

ください。 
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別紙 2（様式第 1 号・様式第 5 号添付用） 

 

提案型協働事業収支予算書  

 

団体名     ●●会           

収  入  

                                 （単位 :円） 

科   目 金   額 内   訳 

 

 

（例） 
1．町交付金  
2．団体負担金  
3．事業収入  
4．○○交付金  

 

 

 

 
148，000  

    16，800  
    10，000  
    50，000  

 

 

 
  
 団体からの持出し分  
 参加費●●●円×●●名×●●回    

     

計  224，800   

 

 

支  出  

                                 （単位 :円） 

科   目 金   額 内   訳 

 

 

 
（例） 
1．人件費  
 
2．報償費  
3．需要費  
 
 
4．役務費  
5．使用料  
 
6．備品費（○○交

付金） 

 

 

 
 

60，800  
 

70，000  
30，000  

 
 

8，000  
6，000  

 
50，000  

 

 

 
 
勉強会  ●●●円×●時間×●人×●回

＝60，800 円  
講師謝礼      7，000 円×10 回  
チラシ印刷          ●●●●枚  
資料代          ●●部×●●回  
事務用品等  
保険料          ●●円×●●人  
公民館使用料    ●●●円×●●回  
 
デジタルカメラ 

計 224，800  

※ 交付金を申請する事業に係る収支予算だけ記載してください。 
※ 他の団体等へ交付金等を申請する、または採択を受けた場合は、その予算書も  

添付してください。

収入の種類を記
入してください 

左の収入科目に合わせ
て記入してください 

各収入項目の内訳を記
入してください 

支出の種類を記
入してください 

左の支出科目に合わせ
て記入してください 

各支出項目の内訳を記
入してください 
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様式第 8 号（第 12 条関係） 

 

武豊町提案型協働事業実績報告書  

 

令和８年 3 月 10 日  

 

武 豊 町 長  

 

<申請者> 

所在地    武豊町字長尾山 2        

 

団体名    ●●会             

 

代表者氏名  武豊 太郎           

 

     年     月     日付け     第      号で交付決定のあった武豊町提案型

協働事業について、下記のとおり実施しましたので、その実績を報告します 

 

記  

 

 

1．変更交付決定の有無      有 ・ 無  

  （どちらかにマル）         

 

             変更交付決定番号：   武企発第       号  

   

2．添付書類  

（1）提案型協働事業報告書（初動支援交付金にあっては別紙 3－1、活動支援交

付金にあっては別紙 3－2） 

（2）提案型協働事業収支決算書（別紙 4） 

（3）領収書の写し 

（4）事業実施の際に使用した各種資料  

（5）他の団体等から交付金等を受けた場合は、その交付決定通知書等の写しお

よび予算書または収支決算書  

 

（参考） 

 

 

 

 

事業の名称・期間  
名称：小中学生への防災・減災教育支援事業  

期間：令和７年 4 月 3 日から令和８年 3 月 1 日  

交付決定額  金  148，000 円 

様式第 4 号  
武豊町提案型協働事業交付金交
付（不交付）決定通知書の日付、
番号を記載してください。 

事業完了から起算して 30 日以内又は
3 月 31 日までに提出してください。 

事業計画の変更を行った場合
は、「有」にマルをし、様式第 6
号  武豊町提案型協働事業交
付金変更交付決定通知書の日
付、番号を記載してください。 

領収書 
        令和７年 10 月●日  

●●会  様     

   ￥70，000 － 
                               

       但  防災講演会  講師料として 

         上記正に領収しました 

                 〒○○愛知県名古屋市○○○ 

                     武豊  花子   ○印  

網掛け部分の領収
書の宛先、日付但
し書き受取人の住
所、名前、印鑑等を
確認してください。 

23 
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別紙 3－2（様式第 8 号添付用）  

 

提案型協働事業報告書（活動支援交付金） 

 

団 体 名  ●●会  

1 該当する第 6 次総
合計画の 9 つのま
ちづくりの目標  

災害に強く、安全・安心に暮らせるまち 

2 解決へ向けて取組
んだ地域課題  

災害発生時に必要不可欠な自助・共助の意識はなかなか浸透  
していない。地域はもちろん、これからの担い手となる子ども達に
も、防災・減災につながる自助・共助の精神を養っていく必要があ
る。 

3 協働対象部署  ●●課、●●課 

 

4 事業の内容等  

 

（1 ）  事業内容と方法

（2） 実施場所  

（3） 対象者  

  （人数等具体的に）  

（4） 事業ＰＲの方法  

（5） その他  

（1）災害時に行政が対応できることには限界がある。今後は地域
のことは地域で、自分のことは自分でといった、自助・共助への
意識改革が必要である為、●●会主催のもと、地域や学校へ出
向いて、「防災・減災に関する勉強会」を開催した。また勉強会の
中で、防災・減災意識の改革に実績のある●●防災協会の●●
さんをお招きし、他地域での取組事例紹介や、実地訓練等を行
いながら、武豊町の地域性にあった自主防災意識の醸成を図っ
た。 

（2）町内の小中学校及び地区公民館  
（3）小中学生：●●人/回  町民：●●人/回  
（4）行政：広報紙・ＨＰ   

●●会：学校や地域へのチラシ配布  

5 事業実施により得

られた効果  

幅広い層の人たちに、「自分たちのことは自分たちで守る」といっ

た、自助・共助の意識が備わり、災害時における地域力の向上が

図られた。また、●●会が直接地域や学校へＰＲに出向くことで、

●●会の活動を幅広く知ってもらえ、活動への理解も得られやす

くなった。 

6 次年度以降の 

事業展開  

地域性や地域課題に合わせたより良いものを取り入れて改善して

いきたい。最終的には、この事業で育った地域の担い手が、地域で

伝え、行動していけるような形を目指す。 

7 その他   

※ 記入欄が不足するときは、別紙を添付してください。 

  

3～8 は、内容をできる限り詳しく記
入してください。 
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別紙 4（様式第 8 号添付用） 

 

提案型協働事業収支決算書  

 

団体名     ●●会          

収  入  

                                       （単位 :円） 

科   目 金   額 内   訳 

 

 

（例） 
1．町交付金  
2．団体負担金  
3．事業収入  
4．○○交付金  

 

 

 

 
148，000  

    16，800  
    10，000  

    50，000  

 

 

 
  
 団体からの持出し分  
 参加費●●●円×●●名×●●回    

     

計  224，800   

 

支  出  

                                       （単位 :円） 

科   目 金   額 内   訳 

 

 

 
（例） 
1．人件費  
 
2．報償費  
3．需要費  
 
 
4．役務費  
5．使用料  
 
6．備品費（○○交
付金） 

 

 

 
 

60，800  
 

70，000  
30，000  

 
 

8，000  
6，000  

   

50，000  

 

 

 
 
勉強会  ●●●円×●時間×●人×●回  

＝60，800 円  
講師謝礼      7，000 円×10 回  
チラシ印刷          ●●●●枚  
資料代          ●●部×●●回  
事務用品等  
保険料          ●●円×●●人  
公民館使用料    ●●●円×●●回  
 
デジタルカメラ 

計 224．800   

※ 交付金を申請した事業に係る収支決算額を記載してください。 

※ 他の団体等から交付金等を受けた場合は、その交付決定通知書等の写しおよび予算書  
または収支決算書を添付してください。  

収入の種類を記
入してください 

各収入項目の内訳を記
入してください 

左の収入科目に合わせ
て記入してください 

支出の種類を記
入してください 

左の支出科目に合わせ
て記入してください 

各支出項目の内訳を記
入してください 
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提案型協働事業 成果設定シート 

 

 

 

 

※このシートは、事業終了後ふりかえりシートを作成する際、事業に関する評価  「3.期待される

効果が得られたか。」の項目の指標として作成していただきます。 

事業報告の際に、指標の目標値の基準となる資料と併せてご提出ください。  

 

  

参加者  
団体  ●●会  

協働担当部署  ●●課、●●課  

事業実施により期待される効果   効果を図るための指標  指標の目標値  

子どもからお年寄りまで、また、

家族や友人と気軽に健康づくり

を行える機会を創出できる。 

 

⇒ 

参加者へのアンケート 「ウォーキング機

会」の回数  

●回  

 

健康意識の向上を期待できる。 

 

 

⇒ 

参加者アンケート 「 健 康 意識が向

上した」と回答し

た人の割合  

●％ 

 

 

 

 

⇒ 

   

これは記入例ですが、
本様式は横向きになり
ます。 

基本的には、別紙 1-1、1-2 の「6 
事業実施により期待される効果」を
記載いただければ結構です。 
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提案型協働事業提出書類チェックシート 

※団体内での意識統一は必ず図っておいてください 

 

 書類様式  チェック 

採
択
申
請 

採択申請書（様式第1号）  

事業計画書（別紙1－1又は別紙1－2）  

事業収支予算書（別紙2）  

提案型協働事業 成果設定シート  

団体の定款及び規約またはこれに類するもの  

団体の直近の収支予算書及び決算書  
（令和６年度以降に活動している団体、これから活動しようと
している団体については、決算書の代わりに、団体としての
活動計画がわかる資料） 

 

団体の会員名簿   

団体の活動内容等がわかるパンフレット等   

他の団体等への交付金等申請時の予算書および交付決定通
知書等の写し（他の団体等へ交付金等を申請する、または採
択を受けた場合） 

 

交
付 

交付金申請書（様式第3号 ※採択後企画政策課よりご案内します  

採択決定通知の写し ※採択後企画政策課よりご案内します  

変
更 

変更申請書（様式第5号）  

事業計画書（別紙1－1又は別紙1－2）※変更内容を明確に  

事業収支予算書（別紙2）※変更内容を明確に  

実
績
報
告
書 

実績報告書（様式第8号）  

事業報告書（別紙3－1又は別紙3－2）  

事業収支決算書（別紙4）  

領収書の写し  

事業実施の際に使用した各種資料   

交付金交付請求書（様式第10号）  

他の団体等からの交付金等決定通知書の写しおよび予算書
または収支決算書  
（他の団体等から交付金等を受けた場合） 

 

ふりかえりシート  

以下の書類は、必要な場合に限り提出してください 

そ
の
他 

交付金取下げ届出書（様式第7号）※理由を具体的に  

前金払請求書（様式第11号）※理由を具体的に 
（交付決定額の10分の7の額を上限とする） 

 

 


